
日本郵便株式会社が所有する一定の固定資産に対して課
する固定資産税及び都市計画税に係る特例措置（延長）

日本郵便株式会社が所有する一定の固定資産に対して課する固定資産税及び都市計画税の課税
標準を、その価格の５分の４の額とする特例措置の２年間の延長。

１．内容
○ 日本郵便株式会社が所有する一定の固定資産に対して課する固定資産税及び都市計画税の課税標準を、その価格の５分の４の

額とする。

○税 目 ： 固定資産税、都市計画税

○対 象 ：

２．適用期間： ２年間（平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

現行制度

改正内容

○ 日本郵便株式会社が所有する一定の固定資産に対して課する固定資産税及び都市計画税の課税標準を、その価格の６分の５の
額とする。

○ 適用期間の２年間延長（平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

参考１

H19.10

郵便事業株式会社

郵便局株式会社

日本郵政公社 日本郵便株式会社

承継

H24.10

本来の事業の用
に供する資産

（郵便局舎、本社
支社家屋等）

日本郵政公社から承継した
業務の用に供する資産

（郵便局舎、本社支社家屋等）

特
例
措
置
の
対
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